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序　　文

フィリピン共和国では、ラモス政権の下、「フィリピン 2000」のスローガンを掲げて、産業の育

成・工業化の推進を実施しています。同国の工業化を推進するうえで、標準化活動は国内のみな

らず国際的な課題として不可欠なものですが、同国においては、工業標準化・認証制度（PSマー

ク制度）の基礎となる試験技術が不十分でした。

このような状況下、フィリピン政府は、同国内における規格の制定及び認証機関である貿易産

業省（DTI）製品規格局（BPS）において製品試験を担当しているBPS 試験所の試験機能強化を目的

として、1992 年 5月に我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請しました。

これに対し、我が国は、消費者保護を重視したいとのフィリピン側の意向をも勘案し、試験分

野のなかで電気を対象とし、そのうち照明器具・配線器具・電線にターゲットを絞った形で協力

を実施することとし、「フィリピン工業標準化・電気試験技術」（協力期間：1993 年 8月～ 1997 年

8 月）を開始しました。1997 年 2 月に実施した終了時評価調査では、プロジェクト終了時までに当

初の目標が達成されることが確認され、日本、フィリピン両国の関係者から高い評価を得ていま

す。

フィリピン政府は、上記プロジェクトが電気分野の 3製品に特化したものであることから、そ

の成功をも踏まえ、広く家庭電器製品の試験検査機能をBPS 試験所に付与することを目的として、

プロジェクト方式技術協力を要請しました。

本要請を受け、これまでの BPS に対する協力実績を踏まえ、フィリピン側の協力要請内容を具

体的に検討するためにフィリピン側と協議を行うため、1997 年 6月から 7月にかけてフィリピン

電気製品試験技術向上・標準化計画事前調査団を派遣し、フィリピン側と協議を行い、今後のプ

ロジェクト協力の基本計画を作成し、その結果を協議議事録（M／D）等に取りまとめ、署名交換

を行いました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に関しご協力いただいた日本ならびにフィリピン両国の関係各位に対

し深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

19 9 7 年 7 月

国 際 協力事業団　　

理事　安本　皓信　　
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第 1　事前調査団派遣の経緯

1 － 1　要請の背景・経緯

フィリピン共和国では、ラモス政権の下、「フィリピン 2000」のスローガンを掲げて、産業の育

成・工業化の推進を実施している。同国の工業化を推進するうえで、標準化活動は国内のみなら

ず国際的な課題として不可欠なものであるが、同国においては、工業標準化・認証制度（PS マー

ク制度）の基礎となる試験技術が不十分であった。

このような状況下、フィリピン政府は、同国内における規格の制定及び認証機関である貿易産

業省（DTI）製品規格局（BPS）において製品試験を担当しているBPS 試験所の試験機能強化を目

的として、我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請した。

これに対し、我が国は、消費者保護を重視したいとのフィリピン側の意向をも勘案し、試験分

野のなかで電気を対象とし、そのうち照明器具・配線器具・電線にターゲットを絞った形で協力

を実施することとし、「フィリピン工業標準化・電気試験技術」（協力期間：1993 年 8 月～ 1997 年

8 月）を開始した。1997 年 2 月に実施した評価調査では、プロジェクト終了時までに当初の目標が

達成されることが確認され、日本、フィリピン両国の関係者から高い評価を得ている。

フィリピン政府としては、上記プロジェクトが電気分野の 3 製品に特化したものであることか

ら、その成功をも踏まえ、広く家庭電器製品の試験検査機能を BPS 試験所に付与することを目的

として、今般、以下の項目におけるプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

（1）家庭電気製品に対する試験技術の移転

（2）EMC（電磁両立性）試験の技術の移転

（3）標準化・品質管理及び製品認証試験に関する研修の実施

1 － 2　調査目的

今回の調査では、これまでのBPS に対する協力実績を踏まえ、フィリピンの協力要請内容を具

体的に検討するために先方と協議を行った。具体的には、専門家のリクルートの可能性など、日

本側の国内支援体制に照らし合わせ、また機材供与の内容や予算面も検討したうえで協力分野の

絞り込みを行い、今後のプロジェクト協力の基本計画を作成し、その結果を協議議事録（ミニッ

ツ、M ／ D）等に取りまとめ、署名交換を行った。

1 － 3　調査内容・項目

（1）プロジェクトの背景・実施体制の調査

・フィリピンの国家政策、経済動向との整合性の確認
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・ターゲットグループの確認

・所管官庁・実施機関の組織の確認、予算措置、カウンターパートの配置計画

・試験所スペースの増設・新建屋の建設計画の確認

（2）　要請内容の確認及び絞り込み

・要請各項目に関するニーズ、内容の確認、問題分析

・対象とする電気試験分野の特定

・地方展開に関する検討

（3）　具体的協力形態・内容の検討

・専門家派遣、研修員受入、機材供与、評価方法、ローカルコスト負担等

1 － 4　調査団の構成

� 氏　名� 担当業務� 所　属　先�

杉原　敏雄� 団長・総括� 国際協力事業団鉱工業開発協力部計画・投融資課
課長�

鬼束　忠人� 技術協力計画� 通商産業省工業技術院標準部国際規格課国際協力
班班長�

桜井　邦夫� 技術移転計画� （財）日本品質保証機構総合製品安全本部申請代行課
課長�

鈴木　一弘� 電気試験� （財）日本電気用品試験所企画国際部主任�

勝又　　晋� 協力企画� 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力
第一課職員�

�
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3）BPS（貿易産業省製品規格局）

Mr. Jesus L. Motoomull 局長

Ms. Cirila S. Botor 副局長

Ms. Norma C. Hernandez Chief, Standards Conformity Division

Ms. Clarissa M. Oracion Chief, Standards Development Division

Mr. Gerardo P. Panopio Caretaker, BPS Testing Center

Mr. Victorino C. Abejero Test Engineer, BPS Testing Center

Mr. Jerry T. Sayson Test Engineer, BPS Testing Center

Mr. Antonio D. Panara Test Engineer, BPS Testing Center

（2）日本側面談者

1）在フィリピン日本大使館

篠田　邦彦 二等書記官（商務担当）

2）「フィリピン工業標準化・電気試験技術プロジェクト」専門家

吉満　博　　 チーフ・アドバイザー

石田　和基　 業務調整員

石崎　法夫　 長期専門家（標準化・認証）

河村　輝夫　 短期専門家（品質管理）

尾崎　正彦　 短期専門家（電気試験）

田代　学　　 短期専門家（校正）

3）JICA フィリピン事務所

後藤　洋　　 所長

中澤　哉　 所員
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第 2　調査結果

2 － 1　要請の背景

要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

フィリピンの電気製品産業（家電製品）企
業数は、セットメーカーが55 社（うち17 社が
外資系）、部品メーカーが12 社（うち7 社が外
資系）となっている（1993 年 JETRO 調べ）。
生産台数については、正確な統計未入手。
ほとんどの家電製品は国内市場用であると考
えられるが、輸出製品としては、抵抗器、洗
濯機、ラジカセ、電話機などがあげられる。
雇用者数については、外資系企業の進出の
影響もあり、1978 年の雇用者数を100 とした
指数では、1993 年で176.90 となっている（BOI
資料）。「電気機械産業」としての統計による
従業員数は、1990 年で約76,000 人で、外資系
企業の進出などから、更に増加しているとみ
られる。
1996 年の販売数は、扇風機約115 万台、カ
ラーテレビ約 97 万台、冷蔵庫約 55 万台、洗
濯機約55 万台などとなっている（国産品・輸
入品合計、Philippine Electrical and Elec-
tronic Appliances Industry Foundation 資
料）。

「フィリピン工業標準化・電気試験技術」で
電線・照明器具・配線器具の 3 分野の試験技
術をBPS に移転し、所期の目的を達成して終
了する見込みだが、電気製品を総合的に試験
する第三者試験機関は現在フィリピンには存
在していない。一部の品目について、民間企
業等で実施しているにとどまっており、電気
製品について総合的に試験できる試験所の設
立のニーズは高い。

また、APEC において、電気製品の各国規
格の整合化を図る動きがあり、フィリピンと
して対応を迫られている。

フィリピンとしての標準化にかかわる動き
としては、現在 IEC への加盟をめざしている。

1. 電気製品産業の状況
（1）全体

（2）電気製品試験技術・
標準化に対するニー
ズ

左記のほか、日系企業の進出
状況等についても確認した。
また、家電業界の市場規模は

1995 年末生産出荷ベースで約
1,200 億円近くに達している模様
で、近年20 ～ 30% のペースで成
長している。

左記内容を確認した。

以下確認した。
・WTO-APEC の協定に基づ
き、PNS 規格をIEC 規格と整
合させるとの方針にも合致し
ている旨確認した。
・また、APEC の電気・電子製
品の安全に関する相互認証に
も合致している。
・更に、APEC の標準化・品質
に関する重点 4 品目として、
食品、ゴム製品、プラスチッ
クパイプと並び、電気・電子
製品が含まれている。

IEC には本年 8 月に加盟の予
定。
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要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

要請書表題は以下のとおり。
（和）フィリピン工業標準化・試験・研修プ
ロジェクト
（英）Industrial Standardization, Testing
and Training Project in the Philippines

国家経済開発庁
（NEDA：National Economic Development
Authority）

貿易産業省
（DTI：Department of Trade and Industry）

貿易産業省製品規格局
（BPS：Bureau of Product Standards, DTI）

2. プロジェクト名称

3. 実施機関
　（1）技術協力窓口

　（2）主管官庁

　（3）実施機関

下記名称を提案して了解を得、
M／D に記載した。
（和）フィリピン電気製品試験技
術向上・標準化計画
（英）The  Pro jec t  on  the  Im-
provement of Electrical Appli-
ances Testing and Standardiza-
tion in the Republic of the Phil-
ippines
要請は、①電気試験、②EMC、

③標準化・品質管理及び製品認証
試験に関する研修の実施、の3 分
野での技術移転であったが、後述
の技術移転分野に基づき、上記の
名称を提案した。
ただし、フィリピン側より、電

子製品試験分野の実施について強
く要請され、当方は聞き置いた
が、今後の検討により同分野の実
施が可能になった際は、「電子製
品試験」の文言もプロジェクト名
に加えるようフィリピン側から要
請があり、その旨M／Dに記載
した。

「フィリピン 2000」との整合
性、本件プロジェクトの自立発展
性等についてNEDA より説明を
受けた。地方展開については、
ニーズはあるものの、本件プロ
ジェクトでの対応には必ずしもこ
だわらない旨のコメントがあっ
た。また、BPS の新建屋建設計画
について、NEDA から予算管理省
（DBM）へサポートレターを出し
ている旨の発言もあった。

産業振興政策のなかで、電気製
品試験実施の必要性や、BPS 組織
強化の必要性について発言があっ
た。DTI の組織図をM／Dに添
付した。

プロ技スキームの概略につい
て説明した。
BPS は DTI 内の Con s ume r

Welfare Group に属し、規格の制
定、認証、製品試験、試験所認証
等を所掌している旨確認した。
BPS、BPSTC の組織図をM／D
に添付した。

2 － 2　プロジェクト概要
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要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

現在、サイトについては以下の 2 つの案が
フィリピン側より提案されている。

a. 現行サイトの利用
BPS 試験所
科学技術省 （DOST：Department of Sci-
ence and Technology） 金属工業開発研究セン
ター（MIRDC：Metals Industry Research and
Development Center）の約 1,500 ㎡をプロ
ジェクト・サイトとして1999 年 8 月まで賃借
している。
場所はマニラ首都圏タギック町ビクータン

（マニラ中心部より 15 キロ）。
現在、本件プロジェクトの実施に関し、BPS
は、現行のサイトに加え、これに隣接する約
300 ～ 500 ㎡を賃借すること並びにサイト契
約を延長することも検討しており、MIRDC 側
も応じる用意があるとの報告が寄せられてい
る。

b. 新建屋建設
BPS 側は本部も含めた新庁舎・試験所の建
設も計画している。計画の概要は以下のとお
り。
・場所　マニラ首都圏ケソン市
　　　　フィリピン大学構内
・広さ　賃借総面積　15,000 ㎡
・工期　未定
1996 年11 月 13 日付で、DTI 長官名でフィ
リピン大学学長あてに土地賃借に関する要請
レターが出状されている。
しかし、新庁舎・研究所が完工するのは早
くても1998 年度第4 四半期～1999 年度第1 四
半期と思われる。また、本件プロジェクトに
関する建屋と設備費として当初BPS は 450 百
万ペソ（約 2,250 百万円）を要求していたが、
確保されたのは150 百万ペソ（約750 百万円）
であったとの報告がなされている。
なお、この予算は、一般予算ではなく、
Foreign Assisted Fund という外国援助の受
入機関に対して配分される特別予算であり、
日本側からプロジェクトの実施について正式
な文書がないと BPS に配分されないとのこ
と。

　（4）プロジェクト・
　　サイト

プロジェクトは現行サイトの
賃貸契約の延長・スペースの増設
により実施したいとの発言がフィ
リピン側からもあり、その旨
M／D に記載した。
ユーティリティーの整備の必

要性についても説明し、理解を
得、M／D に記載した。

新建屋建設は、プロジェクトの
実施場所の関係にかかわらず実施
する予定であり、協力期間中に新
建屋建設が完了した場合、サイト
を移転したい旨の発言もあった。
当方より、移転の際は日本側関係
者に事前に相談するよう申し入
れ、フィリピン側も了解し、その
旨M／D に記載した。

新試験所建設予算の承認につ
いては、DBM（予算管理省）が承
認したのち、上下両院の承認によ
り実施されるもので、日本側の協
力のいかんにかかわらず建設する
計画であること（ただし、日本側
の協力が仮にない場合には予算確
保が大幅に減額される）、完工時
期については未定であること等に
ついて説明があった。
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要請内容、現状、疑問点等 協　議　結　果調　査　項　目

「フィリピン工業標準化・電気試
験技術」と同様に、以下のとおり。

BPS 局長

BPS 試験所長

要請書では5 年間とされている。

「中期開発計画」（1993 ～ 1998
年）のなかで、輸出振興、国内産業
の体質改善、民間投資環境の整備
が具体的な経済政策となっている。
更に、「フィリピン 2000」構想で、
2000 年までのNIES 入りをめざし
ている。

（要請書上は以下のとおり）

a. 電気製品試験の確立
安全性と、APEC に関連した優
先度から、熱機器、モーター機器、
電子機器が対象。現在フィリピン
では、電気・電子機器の試験を実
施する第三者検査機関が存在しな
い。なお、非公式に聴取したとこ
ろ、優先度は、電熱器、モーター
機器、電子機器の順となっている。

4．責任者

（1）総括責任者

（2）実施責任者

5. 協力期間

6. プロジェクト内容
（1）国家開発計画と
の整合性

（2）技術移転分野

左記を確認し、M／D に記載した。

我が国側が事前検討した協力範囲に基づ
き、3 年間との提案を実施したのに対し、
フィリピン側より、可能であれば5 年間の協
力期間としてほしいとの要望があった。
今回持ち帰り、検討課題とした各分野への
対応を検討したうえで、適正な協力期間を設
定する。

「フィリピン 2000」におけるローカル製品
の国内での競争力の強化と、規格不合格製品
のダンピング防止に合致している旨確認し
た。また、WTO-APEC の協定に基づき、PNS
規格を IEC 規格と整合させるとの計画方針
にも合致している旨確認した。更に、APEC
の電気・電子製品の安全に関する相互認識に
も合致しており、また、APEC の標準化・品
質に関する重点4 品目として、食品、ゴム製
品、プラスチックパイプと並び、電気・電子
製品が加わっている。

電気製品試験については、我が国側の事前
検討に基づき、フィリピン側が表明した優先
順位に従い、IEC No. 335 を取り上げ、電熱
器、モーター機器のうちフィリピンで強制規
格となっている製品の試験を優先的に実施す
ることとし、機材設置スペースも考慮したう
えで暫定的な試験実施規格をM／D に記載
した。電子機器等、IEC No.335 以外の対応が
必要となる製品に関しては、フィリピン側が
強く要請したため、我が国側は専門家のアベ
イラビリティーや供与機材の規模・予算的制
約を調査したうえでその可能性を検討する旨
M／Dに記載した。

a-1 電気製品のうち現在非強制となっている
品目についての試験

a-2 電気試験機器の校正
a-3 APEC の電気・電子製品の安全に関する
相互認識に基づき、IEC No. 65 による電
子製品の試験（化学試験等の材料試験も
含む）
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要請内容、現状、疑問点等 協　議　結　果調　査　項　目

b. 電磁両立性（EMC） 試験設備の
確立
EMC 及び電磁妨害（EMI）試験
設備は現在フィリピンには存在し
ない。EMC 試験設備の設立によ
り、フィリピンで初めて EMC、
EMI に対応できる機関となる。

c. 産業向けの研修
製品試験、認証、品質管理、標
準化各分野におけるトレーナーの
育成を実施する。

（特に記載なし）

（要請書上は以下の内容がプロ
ジェクト目標として記されている）
フィリピンの工業製品の品質向
上を図り、輸入品に対する競争力
強化と海外市場での品質の信頼性
を確保すること。

（特に記載なし）

　

　（3）プロジェクトの
上位目標

　（4）プロジェクトの
目標

　（5）成果

EMC（代替案としてのEMI を含む）は、機
材費で約10 億円（EMI の場合も機材費約2 億
円+ 建設費約4 億円）を要するといわれてお
り、我が国の予算上の問題もあり、また、現
時点でのフィリピン側のニーズにも疑問があ
る。よって、今次プロジェクトでは対応しな
いこととし、M／D に記載した。

研修については、セミナーを可能な範囲で
実施し、我が国側が引き続き専門家のリク
ルートの可能性を検討するとの我が国側の方
針に対して、フィリピン側からは、「工業標
準化・電気試験技術」の終了時評価調査にお
ける課題のひとつとされた継続的に不良品を
出した企業に対するアドバイスについての実
施についても要請があった。我が国側として
はその必要性は認めるものの、専門家のアベ
イラビリティー等について検討が必要である
旨回答した。
また、標準化分野でAPEC ／ASEAN の規
格整合化の活動のなかで策定中の工業標準化
長期計画に基づいて協力を実施して欲しいと
の要望もあり、本プロジェクト活動のなかで
の位置づけ、専門家のアベイラビリティー等
について検討することとした。
既に BPS で実施しているセミナー・研修
コースについて確認し、M／Dに添付した。

（3）～（6）については、「電気製品試験」の
文言に加え、「電子製品試験」が検討の結果
本プロジェクトで実施できるのであれば当該
箇所に追記して欲しいとの要望がフィリピン
側からあり、その旨M／Dに記載した。

フィリピンの電気製品の信頼性が向上す
る。

BPS が電気製品分野において適切な試験・
技術支援サービスを提供できるようになる。

1　電気製品試験実施のための資機材が整
備・維持管理される。
2　カウンターパートにより主要な電気製品
試験が実施されるようになる。
3　試験所の運営管理がより効率的に行われ
る。
4　電気試験・標準化に関する技術支援が実
施される。
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要請内容、現状、疑問点等 協　議　結　果調　査　項　目

（特に記載なし）　（6）活動 1-1　施設整備計画を策定し、計画に沿って
実行する。

1-2　機材仕様書を作成する。
1-3　業者を入札、選定する。
1-4　機材を据え付ける。
1-5　施設と機材を維持管理する。
2-1　電気製品試験技術に関するカウンター
パートの技術力を把握する。

2-2　電気製品試験の技術移転計画を作成す
る。

2-3　カウンターパートに電気製品試験の技
術移転を実施する。

2-4　電気製品試験の技術移転の実施成果を
評価する。

3-1　試験所の運営に関する内部規定等を作
成する。

3-2　内部規定を運用する。
3-3　内部規定の見直しを行う。
4-1　既存のセミナーを見直す。
4-2　フィリピンの電気製品関係者のニーズ
に合ったセミナーの実施計画を作成する。

4-3　セミナーの教材を準備する。
4-4　セミナーを実施する。
4-5　セミナーを評価する。
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2 － 3　日本側投入

要請内容、現状、疑問点等 協　議　結　果調　査　項　目

要請書上の専門家の人数・分野

チーフ・アドバイザー、業務調
整、電気試験（家庭電器製品）、
EMC 専門家（各1 名、計 4 名）

試験所管理、研修のための標準
化・品質管理及び製品認証、電気
試験、EMC

要請書上のカウンターパート研
修の人数・分野
a. 試験所管理 （3 名）
b. EMC （3 名）
c. 電気試験 （4 名）
d. アドミニストレーション

（2 名）　
e. トレーナー研修 （3 名）

要請書上の供与機材
a. EMC、電気電子製品の試験検
査機器

b. 技術移転・研修機器
ビデオカメラ、編集機器、印
刷機器

c. データ処理機器
コンピューター、付属品、ソ
フトウェア

d. 車両
e. その他

7. 専門家派遣

（1）長期専門家

（2）短期専門家

8. 研修員受入

9. 機材供与

（我が国のODA 予算の現状、プロ技として
対応し得る規模について説明し、先方の理解
を得た）

チーフ・アドバイザー、業務調整員のほ
か、電気試験分野で対応する方針であること
を提案し、M／D に記載した。
フィリピン側から、更に、APEC ／ASEAN
の規格整合化の活動のなかで策定中の工業標
準化長期計画に基づき、標準化分野に関する
長期専門家の要請もあり、聞き置き、M／D
に記載した。

電気試験分野、標準化等技術支援ほか必要
に応じて対応する旨提案し、M／D に記載し
た。

年間最高2 ～ 3 名程度、以下の分野で受け
入れる方針であることを提案し、M／D に記
載する。
a. 電気試験
b. 試験所管理
ただし、フィリピン側から、既に本プロ
ジェクトの実施に向けて 15 名の新規カウン
ターパート採用の予算を確保していることも
踏まえ、できるだけ多くの研修員を受け入れ
てほしいとの要望があり、その旨M／Dに
記載した。

プロジェクト内容に応じた必要最小限の対
応となることを伝え、当方が準備した、フィ
リピンの法制上強制規格となっている IEC
No.335 対応の電気製品試験に必要な機材リ
ストをM／D に添付した。
フィリピン側は、電気製品試験のうち、
IEC No.335 対応で、現在強制となっていな
い製品の試験、また電子製品試験についても
協力を要請し、当方は聞き置いた。機材面も
含め、対応可能か、今後検討する。
機材の詳細、レイアウト、ユーティリ
ティーの整備等について、長期調査で調査す
る方針であることを伝える。
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2 － 4　フィリピン側実施体制

要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

1997 年4 月現在のBPS の人員は以下のとお
り。
（AT= Action Team）
a. アドミニストレーション 6名
b. AT-1 Standards Development　 14 名
c. AT-2 Information Services on Standards　5 名
d. AT-3A Product Certification　 20 名
e. AT-3B Quality System Certification　 3 名
f. AT-4 Testing, Laboratory Accreditation 20 名
g. AT-5 Training Activities 2 名
h. AT-6 Production Services, Media relations 6 名
i. AT-7 Budget and Other Stall Services 2 名
j. AT-8 Special Product 2 名
k. AT-9 ISO Matters and BPS Quality System
Document Control 2 名

BPS 全体で合計82 名、うちBPSTC20 名。

BPS 全体の予算は、1997 フィリピン会計年
度で30,598,000 ペソ（約153 百万円）。
うちBPSTC 予算は13,156,000 ペソ（約66
百万円）で前年比 78% 増。

「フィリピン工業標準化・電気試験技術」で
は、当初計画を上回るカウンターパート・予
算の投入がなされ、協力範囲（電線・電球・配
線器具）で定めた試験実施規格に対する試験
実施率は79% に達している。職員の技術レベ
ルは一般的に高いといわれている。

現在はMIRDC の約1,500 ㎡を賃借してBPS
試験所としている。本プロジェクトの実施に
あたっては、賃貸契約の延長が必要となるだ
けでなく、取り上げる品目によっては給排水
等ユーティリティーの整備が必要となる。
更にBPS 側は、MIRDC の隣接スペース（約
300 ～500 ㎡）の本件プロジェクト・サイトと
しての賃借を準備していると伝えられている。
サイトを増設する必要がある場合、増設ス
ペースのユーティリティー（空調、取り上げ
る品目によっては給排水等）の整備が必要と
なる。ユーティリティーの整備には概算約 5
百万円を要すると見込まれるが、フィリピン
側はこれを負担する用意がある旨、非公式に
表明している。

10. 実施機関の組織

11. 実施機関の予算

12. 実施機関の技術レベ
ル等

13. 施設・設備

左記の内容を確認し、組織図も
含め、M／Dに記載した。

1997 年のBPS 本部予算は約17
百万ペソ、BPSTC の予算は約14
百万ペソ。

自己収入としては、試験・認証
による収入は約 1 3 百万ペソ
（1996 年）。ただし、これは国庫に
上納されている。

1998 年のプロジェクト予算は
11 百万ペソの予定（新建屋建設
費・設備改修費は除く）。MIRDC
の試験所サイトの改修は 1997 年
度予算で実施するとのこと。

現BPSTC の拡張案（約300 ㎡）
について聴取し、概略図をM／D
に記載した。現BPSTC の既存ス
ペースも比較的余裕があり、今次
協力の供与機材を収容するために
は既存スペースだけで十分とも考
えられるが、フィリピン側はいず
れにしても拡張を実施したいとの
こと。
新規契約・契約延長・ユーティ

リティーの整備がいずれもフィリ
ピン側の負担で実施されるべきこ
とを確認し、M／Dに記載した。



─ 13 ─

2 － 5　その他

要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

開発調査として、「フィリピン共和国工業標
準化・品質向上計画調査」を実施し、1990 年
1 月にマスタープランを作成。1991 年 5 月か
ら 1993 年 11 月まで、個別派遣専門家として
工業標準化アドバイザーを派遣。
プロジェクト方式技術協力として「フィリ
ピン工業標準化・電気試験技術」（協力期間：
1993 年 8 月～ 1997 年 8 月）をBPS を実施機
関として実施中。このプロジェクトは、
ASEAN 諸国等の関係機関において標準化情
報の交流を図る「プロジェクト連携促進事業」
（1996 年度より開始）の対象となっている。
1997 年度個別派遣専門家として、工業標準
化・認証制度について要請される見通し。
我が国からの他の援助としては、通商産業
省との間で「ASEAN TQM プロジェクト」と
して、1995 年から 5 年間にわたり、品質管理
分野においてセミナー等が実施されている。

品質管理分野において、EU と協力が行わ
れている。
更に、UNDP のスキームのなかで、「試験所
認証」の分野で協力が行われており、オース
トラリアから短期専門家が派遣されている。

エネルギー省（Depar tment  of  Energy）
F A T L（ F u e l s  A p p l i a n c e s  T e s t i n g
Laboratory）でエアコン、冷蔵庫等の試験を
実施しており、他の数品目についても今後試
験を実施する予定があるとの情報を入手して
いる。
一方、エネルギー省が今後FATL では性能
試験のみを実施し、安全試験は全面的にBPS
で実施する旨の非公式情報も入手している。

14. 長期調査の実施

15. 他の外国援助機関等
からの協力

（1）我が国からの協
　　力

（2）その他の協力

16. 他の試験所との役割
分担・連携

事前調査以後、早い時期（でき
れば1997 年度第3 四半期まで、遅
くとも1997 年度第4 四半期まで）
に長期調査を派遣する方針である
ことを伝える。
その際、供与機材の詳細やレイ

アウト、ユーティリティーの内容
についても調査することを併せて
フィリピン側に伝え、M／Dに記
載した。

我が国以外からの協力につい
て聴取した内容は以下のとおり。

EU の協力は、1989 年より、標
準化分野における ASEAN Con-
sultative Council for  Standards
and Quality の一環として実施さ
れており、BPS に対し、コン
ピューター 18 台が供与されてい
る。

またUNDP のマレイシアへの
援助の一環として、オーストラリ
ア人による試験所管理のセミナー
が2 カ月にわたりBPS で実施され
ている。

また、UNIDO・TQM プロジェ
クトとして、モデルカンパニーに
対する TQM 活動を実施してい
る。

FATL は省エネルギーに関す
る調査・開発を実施している機関
である。エアコン、扇風機、冷蔵
庫のエネルギー効率試験を実施し
ており、安全試験を実施するBPS
と役割が分かれている。以上の役
割分担を確認し、M／Dに記載し
た。
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要 請 内 容 、現 状 、疑 問 点 等 協　議　結　果調　査　項　目

電気製品関係の数団体が存在する旨の情報
を入手している。

BPS が、標準化・認証制度について、不定
期的に「地方職員のための標準化セミナー」を
実施している。
また、電気製品試験の受け付けはDTI の地
方局で実施しているが、その体制整備が今後
図られる必要がある。

17. 業界団体との連携

18. プロジェクトの地方
展開

19. PDM

20. 専門家の生活環境

複数の業界団体が存在するこ
とを確認した。主に長期調査の際
に、必要に応じ業界団体との連携
等について調査する予定とした。

DTI のリージョン・州事務所に
配置されている Standards  Of-
ficer に対して、セミナー・コンサ
ルティング、BPSTC での研修を
実施してほしい旨要望があり、当
方で持ち帰り検討することとし
た。Regional ／ Provincial Stan-
d a r d s  O f f i c e r の役割につい
て、M／Dに記載した。

Project Design Matrix （PDM）
の概要を説明し、フィリピン側の
理解を得た。
なお、本件のPDM については、

今次調査結果を踏まえ、次回の長
期調査にて作成することとする。

特段の問題は認められなかっ
たものの、近年の順調な経済成長
に伴う生活物価の上昇は著しく、
特に住居費が高騰している。



─ 15 ─

第 3　調査団所見

3 － 1　調査概要

フィリピン国における工業標準化の分野では、フィリピン国工業製品の品質を向上させ、輸入

品に対する競争力と他国からの信頼性を確保することを目的として、電気 3 分野（照明器具、電線、

配線器具）における部品試験を中心とする「工業標準化・電気試験技術プロジェクト」を 1993 年

8 月から 4 年間の協力期間をもって実施中である。本年 2 月には同プロジェクトの技術移転状況等

について日本、フィリピン両国の合同評価が実施された結果、「期待された成果はほぼ達成され、

プロジェクトは成功した」と評価された。今次プロジェクトは、電気製品試験を主要技術移転対

象とするもので、フェーズ 2 と位置づけられるものである。

本事前調査団は、関連施設の視察、フェーズ 1 専門家等との意見交換、及び貿易工業省製品規

格局モトムール局長をヘッドとするフィリピン側関係者との協議を行ったが、これらを通じ、フィ

リピン側本件実施機関のマネージメント能力の高さ、人材の優秀さなど、今次プロジェクトの成

功を期待させるものを実感した。

3 － 2　主要協議事項

（1）技術移転内容について

1）校正

BPS が試験所認証制度に基づく試験機関としての体制を整えるためには、試験実施能力に

加え、データの信頼性を得るために校正が不可欠な要素となる。現在のBPS は、校正の必要

性は認識するものの、具現化するための校正機材、校正技術が整っていないのが現状である。

上記目的と現状から、フィリピン側より校正分野について本プロジェクトに含めることに

ついて要請があった。

調査団としては、BPS 側の要請は極めて妥当なものであると認め、本分野への対応につい

て前向きに検討すべきと考える。対応可能とする範囲は、本プロジェクトに関する分野に絞

ることとし、電圧、電流、電力、温度、抵抗、インピーダンスについてラボレベルの標準器

（0．2 級程度）が適正精度と考える。

2）電子機器試験

現時点では認証制度において電子機器について強制とはなっていないものの、近い将来実

施するニーズが予測され、BPS として実施能力を整備する必要があるとのことから、本分野

についても含めてほしい旨要請があった。
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本要請への対応については、必要とされる試験機器、電子試験分野専門家のアベイラビリ

ティー等の観点から引き続き検討が必要と思われる。

3）EMC ／EMI

APEC の Mutual Recognition Arrangement の関係からＥＭＣをぜひ実施してほしい、段

階的に機材を整備することとし、その一部でも実施できないかとの要請があった。調査団よ

り、機材費が高額になること等の理由により含められない旨説明した。

4）標準化分野の長期専門家派遣

標準化分野の長期専門家の派遣について要請があった。本プロジェクト活動のなかでの位

置づけ、専門家のアベイラビリティー等について検討が必要であり、Take Note することと

した。

5）継続的に不合格品を出した企業に対するアドバイス

本件は、本年 2 月のフェーズ 1 プロジェクト終了時評価における課題でもあるが、今次プ

ロジェクトに含めてほしい旨フィリピン側より要請があった。その必要性は認められるもの

の、具体的にどのような活動が考えられるのか、また専門家のアベイラビリティーはどうか

などについて検討が必要であり、Take Note することとした。

6）電気製品試験

本件については、先方が示した熱機器、モーター機器に関する優先順位に基づき、IEC

No.335 に基づく試験項目のうちフィリピン国法令に定めた強制品目を中心に試験を実施する

旨提言した。フィリピン側はこれを了解したが、現在非強制品目となっている一部品目につ

いても、若干の機材を追加することにより実施可能なため、将来的なニーズも踏まえ協力し

てほしいとの発言があった。

本要請への対応としては、必要とされる試験機器等を検討したうえで実施の可能性を判断

する必要がある。

（2）新建屋の建設及びプロジェクト・サイト

フィリピン側より BPS の新建屋に関し、日本側の援助のいかんにかかわらず建設する計画

であること（ただし、日本側の援助がある場合にはより多額の予算確保の可能性がある）、完

工時期は未定であることなどについて説明があった。これらの状況を踏まえ協議した結果、本

プロジェクトのサイトについては、フェーズ 1 プロジェクト・サイト及び隣接する約 300 平

方メートルの追加スペースにて実施することで合意した。
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（3）協力期間等について

フィリピン側より、フェーズ 1 プロジェクトでの経験を踏まえ技術移転に要する期間を考

慮すると、日本側提案の 3 年間では短すぎるので、可能であれば 5 年間の協力期間として欲

しいとの要望があった。

今回持ち帰り検討事項とした校正、電子機器試験等への対応を検討したうえで、適正な協

力期間を設定することとなる。

なお、フィリピン側より、例えば本分野におけるフェーズ 3 プロジェクトの実施の可能性

についてNEDA と非公式に打ち合わせた結果、NEDA より、本分野について更なる協力を日

本側に要請することは他の分野とのバランスの観点から困難であるとの回答があり、したがっ

て、BPS としては、現時点では本分野について更なる協力要請（例えばフェーズ 3）は考慮し

ないとの説明があった。

3 － 3　その他

（1）組織、人員について

本件の実施に係る組織については、フェーズ 1 プロジェクトと同一の組織（BPS 及び

BPSTC）が実施機関となる。この組織のマネージメント能力については、フェーズ 1 プロジェ

クトで高く評価されているところであり、本プロジェクトでも同様の活動が期待される。

また、フィリピン側は、本プロジェクトのために 15 名のスタッフ（ほぼ全員エンジニア）の

配置のための予算を確保済みとのことであり、この点からも本プロジェクトの実施にあたり、

組織、人員面で特段の問題はないものと予想される。

（2）技術的側面について

フェーズ 1 の実績、今回の視察結果から判断し、本プロジェクトにおける技術移転実施上

の問題は少ないものと思われる。その理由は次のとおり。

1）エンジニアが技術の習得に前向きである（BPSTC 全体の印象）。

2）ＰＮＳ規格がＩＥＣ規格に整合しつつある（技術移転が容易）。

3）「フィリピン 2000」など国家的な後押しがあり、前向きである（BPS の印象）。

（3）設備、機材について

電気部品についての設備、機材は、規格試験を実施できる状況にあると思料される。また

技術的にも、使用され、具合及びメンテナンス等の面から適切に維持、管理できていること

が試験進行表から判断できる。

スペースの面からみると、現行のサイトは余裕があり、機材の搬入、試験品の移動、人の動
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線からみても十分である。また、本プロジェクトで設置が検討されている設備機器として恒

温チャンバーがあるが、現行のレイアウトを若干変更することにより設置可能と判断する。加

えて、給水、排水の問題は、400 リットルの外置きタンクが地上 3 ～ 4 ｍの位置にあり、適切

な水圧及び安定的な供給が確保できるものと考えられる。また、排水についても下水道にア

クセスできる状況である。その他、スペースを広くとる機材としてはウォータースプラッシュ

があるが、これも水回りを含めチャンバー付近に設置することができる。

本プロジェクトで計画されている他の機材については、保管棚、保管台等を準備すること

は必要としても、大きくスペースをとるものではない。本プロジェクトで計画されている対

象品目は製品（洗濯機等）であり、試験品としての製品の保管場所を大きくとる必要がある。

これに対しては、拡張されるスペースを活用することにより対応できるものと思われる。

電気設備については、現行の試験所内に設置されている配線ボードに空きが十分あり、給

電設備も隣りの建屋にあり、問題はない。



付　属　資　料

　　　　　　1．ミニッツ

　　　　　　2．要請関連書類

　　　　　　3．フィリピン側からの入手資料

　　　　　　　①　DTI 1995 Annual Report

　　　　　　　②　Bureau of Product Standards　パンフレット

　　　　　　　③　Organization and Activities ／ BPS　your partner in quality




















































































































































































































































































	メニューへ戻る
	表 紙
	序 文
	写 真
	目 次
	第1 事前調査団派遣の経緯
	1－1 要請の背景・経緯
	1－2 調査目的
	1－3 調査内容・項目
	1－4 調査団の構成
	1－5 調査日程
	1－6 主要面談者

	第2 調査結果
	2－1 要請の背景
	2－2 プロジェクト概要
	2－3 日本側投入
	2－4 フィリピン側実施体制
	2－5 その他

	第3 調査団所見
	3－1 調査概要
	3－2 主要協議事項
	3－3 その他

	付属資料
	1．ミニッツ
	2．要請関連書類
	3．フィリピン側からの入手資料
	① DTI 1995 Annual Report
	② Bureau of Product Standards パンフレット
	③ Organization and Activities／BPS your partner in quality



